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◆特別会計
　特別会計は、特定の事業を行う場合に
一般会計の歳入歳出と区分して会計処理
をするために設置するものです。
　本市では、国民健康保険や介護保険、
後期高齢者医療などの特別会計を設けて
います。主な特別会計の予算額は右表の
とおりです。

◆企業会計
　企業会計は、商店や会社などの民間企
業と同じように、その事業で得た収入を
もって支出をする独立採算制の会計で、
地方公営企業法により設置しているもの
です。
　本市では、病院事業と水道事業、下水
道事業の３つで、予算額は右表のとおり
です。平成29年度から、簡易水道事業
を水道事業に統合しました。

　平成29年度の当初予算が、第１回市議会定例会で
決まりました。「第２次天草市総合計画」に沿って、
限られた財源の中で重点的・効率的な配分に努め、
予算を編成しています。
　今号では、平成29年度の一般会計予算のほか、特
別会計・企業会計の予算を紹介します（金額と構成比、
増減率は表示単位未満を四捨五入しています）。
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□主な特別会計の予算額

□企業会計の予算額

病院事業

水道事業

下水道事業

※▲＝マイナス

予算額 増減率区　　　分

予算額 増減率区　　　分

0.5％
3.4％
1.9％

▲20.3％
▲9.7％
▲2.3％
▲0.4％

分担金・負担金
5.5億円（1.0％）

使用料・手数料
6.4億円（1.2％）

その他
9.2億円（1.6％）

繰入金
32.9億円
（6.0％）

国庫支出金
67.9億円
（12.3％）

各種交付金
15.3億円
（2.8％）

地方譲与税
4.8億円
（0.9％）

総務費
87.3億円
（15.8％）

　　 　　教育費
　　　49.6億円
   （9.0％）

消防費
32.1億円
（5.8％）

商工費
15.4億円
（2.8％）

議会費
2.7億円
（0.5％）

災害復旧費・
予備費
0.7億円
（0.2％）

□一般会計予算の内訳

市税
72.7億円
（13.2％）

地方交付税
238.0億円（43.2％）

民生費
172.7億円
（31.3％）

　　　 県支出金
  35.7億円
（6.5％）

土木費
31.4億円
（5.7％）

農林水産業費
25.6億円
（4.6％）

市債
63.0億円
（11.4％）

 衛生費
65.2億円
（11.8％） 公債費

68.4億円
（12.4％）

　   自主財源
  126.6億円
（23.0％）

依存財源　424.6億円
　　　　（77.0％）

歳入

歳出

※金額や構成比の合計と内
訳は、表示単位未満を四
捨五入しているため必ず
しも一致しません。

一般会計予算は 　
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平成28年度と比べて

約26.3億円
    （5.0％）
増えました。

平成29年度
平成29年度


